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問題の所在

テレ（2002）によれば，J. R. コモンズは，経済
学を社会学の一部と見なしていたという。これ
は単に社会学の方が，分析対象が広く，経済学
のそれは狭い，あるいは社会学の方が科学とし
て優れているなどということを指し示している
のではない。
　この指摘の要諦は，コモンズが経済現象を経
済原理の機能作用のみに還元して経済社会を分
析することを拒否して，「社会」というより広範
で多元的な空間の中で「経済」という領域を捉
え返そうとしていたということにある。現在こ
うした思考方法は，「学際的アプローチ」と呼ば
れ，それは多くの社会科学の領域それぞれにお
いて徐々にではあるが，方法論として確立され
つつある。
　しかしながら，こうした主張は往々にして，
各社会科学領域の接合と各領域における諸原理
の階層性や重複性を指摘するにとどまり，未だ
体系的な理論の創発に結びついていない。
　実のところ，コモンズの理論もまた，『制度経
済学』（1934）における記述上の難解さ（たとえ
ば，同一の現象に対する定義が複数箇所で別の
表現で行われているなど）および学説史の形を
とって自らの理論を整理・開陳していることな
どの理由により，その独自性を理解するにはか
なりの困難を伴う。コモンズの理論が言われな
き批判を浴びている遠因はここにあるともいえ
よう。
　中原（2021）は，こうしたコモンズの方法論上
の難点をテレ（2002）に従って整理し，コモンズ

の方法論は，政治的・経済的・象徴的諸現象の
発生論的構造主義によって把握可能であること
を指摘した。
　本稿では，この見解をさらに深めて，再びテ
レのコモンズ解釈に依拠しつつ，コモンズの制
度経済学理論が，「対立・協調・秩序」という社
会経済の動態的過程の認識を方法論的基盤とし
て形成されていることを明らかにする。これは
コモンズの理論を「構造主義」の観点から再構
成することを意味する。
　次いで，こうした方法論に従って，コモンズ
の「取引の公式」を，経済分析の基礎モデルと
捉え，その基本構造を詳解する。テレによれば，
コモンズは，「経済」・「法」・「倫理」という社会
における三つの原領域が関係的構造として結び
つき，一つの集団的活動を構造化すると考えて
いたという。こうした捉え方は，コモンズの重
層的かつ複雑な議論を単純化するというリスク
を伴うが，すでに述べたように，コモンズの理
論が現代の制度経済学の領域において主要な理
論として認知され得ていない理由の一つにその
理論の複雑さがある。こうした困難を乗り越え
るために，単純化の誹りを免れないかもしれな
いが，あえてモデル化を行うことで，コモンズ
の「取引の公式」モデルと異端派経済学のモデ
ルとの接合可能性を探求する土台を構築するこ
とが本稿の狙いである。
　最後に，こうした学際的アプローチに基づく
方法論を確立し，取引の公式をモデル化するこ
とによって，動態的な経済分析の制度経済学的
枠組みを提示する。このような試みはコモンズ
とレギュラシオン・アプローチを融合する試み
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を通じて，「制度の政治経済学」におけるその理
論的発展の基盤を獲得することになろう。

Ⅰ　�コモンズ『制度経済学』の構造主
義的分析の基礎：再論 1 ）

　テレ（2002）2 ）は，コモンズのプラグマティズ
ムといわゆる構造主義との相同性に着目して
いる（以下の議論については，Théret, ［2002］, 
chap.Ⅰを参照）。コモンズが，方法としてはC. 
S.パースのプラグマティズムを，社会哲学とし
てはJ. デューイのそれを用いていることはよく
知られている。しかしテレは，コモンズのプラ
グマティズム（特に方法としてのそれ）の基礎
となっているパースのプラグマティズムにおけ
るアブダクションは，いわゆるJ. ピアジェの構

1 ）	 本節は，次節以降の展開のために中原（2021）の第 3 節を全面的に改稿したものである。
2 ）	 参考文献に掲載しているテレ（2001）と（2002）について付言しておきたい。実のところ，これらの論文はほぼ同じ内

容のものであるが，前者はChaiers d’ économie politiqueに，後者はレギュラシオン学派の基幹的ウェブサイトであ
るResearch & Regulationに掲載されている。前者と後者の大きな違いは頁数の違いであり，前者は約58頁，後者
はA4 印刷物で80頁である（しかもフォントが極限にまで縮小されている）。テレ自身の言によれば，「前者では出
版物であるという制約上多くの部分を割愛せざるを得なかった。しかしそれでは十分な論証がかなわないため，全
ての記述を復活させたワーキング･ペーパーの形でウェブサイトに掲載した」とのことである。つまり後者の方がよ
り丁寧な論証が行われており，コモンズの著書からの引用もかなりの数が挙げられているのである。また，この論文
は，コモンズの理論とレギュラシオン･アプローチの融合を明確に述べており，われわれにとって極めて重要な論文
であるといえよう。そうしたことを踏まえて，本稿では，内容が重複している箇所に関しては，（2001）の論文を，そ
うではない箇所については（2002）の論文を参照する。

3 ）	 プラグマティズムと構造主義（とりわけパースのプラグマティズムとピアジェの構造主義との）相同性を論証するに
際して，テレ（2002）は20頁近い文言を費やしている。ここでは本稿の主旨から大きく外れることになるのでその詳
細に触れることはできないが，こうした解釈は，後段で明らかにするように，「コモンズの制度主義」を，特殊歴史的
なアメリカ的文脈からいったん切り離し，いわゆる「哲学的構造主義」ではなく，「方法論的構造主義」・「発生論的構
造主義」のロジックに落とし込むことによって，コモンズをフランスの構造主義の観点から再読・再構成しようとす
る試みから生まれたものである。実際，テレは，次のように述べている。
「フランスにおいてプラグマティズムを解釈するために，方法論的構造主義と発生論的認識論の助けを借りるとい

うアイデイアの狙いとは，なによりもコモンズの思想体系を理解することにあり，またそうした狙いから正当化されう
るのは，いわば，ある意味で，この観点からすればコモンズの思想体系が実践的有効性を有しているために，そうした
アイディアがプラグマティズムと構造主義の間の繋がりをより一般的に問題意識化するということだけである」（ibid., 
p. 5）。

	 　かくしてアルチュセールがマルクスの『資本論』を兆候的に読解したように，テレはいわばコモンズの『制度経済
学』を構造主義的に再読しようと試みているのである。

4 ）	 ピアジェによれば，構造主義の基本構造は，（1）全
ト タ リ テ

体性，（2） 変
トランスフォルマシィオン

換 ，（3）自
オトレギュラテ

己制御である（ピアジェ（1968），
邦訳15-25頁を参照されたい）。ある全体性がその全体性を保持するためには，全体が体系としての法則をもたねば
ならないのであって，これが変換と表現されている。つまりここでいう変換とは個々の要素が関係として構造化さ
れることで，個々の要素の特性を超えた特性に転換されることを意味する。またその全体性の体系を維持するため
には，その全体性の内部においてその全体性そのものがその全体性の領域を超えることなく，自らを制御しなけれ
ばならない。これが自己制御である。

造主義，とりわけその発生論的認識論と同等で
ある，と指摘する 3 ）（Théret, ［2001］, p. 84.）。
　このように，レヴィ＝ストロースをはじめと
する構造主義者たちのなかでも，テレはとりわ
け，ピアジェの構造主義に注目する 4 ）。しかし，
なぜピアジェなのか。
　たとえば，ピアジェ（1968）は，次のように
述べている。

「構造固有の全体的性質ははっきりしている。
というのは，全ての構造主義者たちが一致して
認めている唯一の対立は，構造と集合体──全
体から独立した要素で成り立っているもの──
との対立だからである。たしかに，構造は要素
からなるが，要素はシステムそのものを特徴付
けている法則に従っている。そして，この合成

制度の政治経済学における方法論的基礎とは何か？

無断転載禁止 Page:2 



27

制度の政治経済学における方法論的基礎とは何か？Oct. 2024

と呼ばれる法則は，累積的な結合には帰せられ
ないのであって，要素の特性とは区別される集
合の特性を，全体に付与しているのである。た
とえば，整数は孤立して存在しているのではな
いし，任意の順序の中で発見され，次に一つの
全体に合併されるというようなものではない。
整数は数列そのものに関係してのみ，あらわれ
る。そして数列は「群」・「体」・「環」等の構造的
特性を示している。これらはそれぞれの数の特
性とは明らかに別物である。数の特性の方は，
偶数か奇数でありうるとか，素数かまたはn>1
の倍数かであり得るといった特性である」（邦
訳16-17頁，下線強調部は引用者による。また
一部訳文を変更した）。

　上の引用から明らかなように，ピアジェの構
造概念は，俗流的な構造主義解釈に見られる，
いわゆる構造の普遍性を強調するにとどまる構
造概念ではない。何よりもピアジェはすべてが

「関係」から始まることを強調する 5 ）。「要素間
の関係」は個々の要素の特性とは別に，ある全
体的特性を持つのであって，個々の要素の特性
が集合的特性を構成するのでは決してない。む
しろ「関係的構造」から構成されるある全体の
特性は個々の要素の関係的特性を，そしてその
関係的特性が個々の要素の特性を規定する。こ
のように，「全体と部分」を構成主義的に把握す
るのではなく，関係的構造として，「全体と全体

（より大きな全体に対するある意味での部分）」
として捉えることによって，さらに「全体の中
での各々の全体（的部分）」が複雑かつ相互に連
関している（そしてその相互連関をより大きな
全体が規定する）と捉えることによって，ピア
ジェは社会科学において一般的妥当性を持つと
されている「方法論的要素還元主義」を拒否し，

「方法論的構造主義」を提唱しているのである。
　こうしたピアジェの方法論的構造主義は，実

5 ）	 こうした関係に焦点を当てる分析手法は，なにも構造主義だけの専売特許ではない。近年注目を浴びつつあるアク
ターネットワーク理論（Latour, 2005）や社会心理学における新しい社会構成主義論（Gergen, 2009），物理学におけ
る量子論（Rovelli, 2020）においても，「関係概念」が分析のキーとなっている。

6 ）	 こうした点については，北川（2022）が詳しい。そこでは本稿と同じ問題意識に基づいて，コモンズのゴーイング･コ

のところ，コモンズの制度主義的社会認識論と
極めて近い。
　「制度とは，個人の行動をコントロールし，解
放し，拡張する集団的行動である」（Commons, 
1934, p. 73, 邦訳116頁）と定義するコモンズに
とって，なによりも集団という存在が個々人と
いう存在を規定する。これをピアジェの方法論
的構造主義になぞらえるならば，コモンズはあ
る全体が個々の部分を規定するという方法論
に依拠していると捉え返すことができよう。実
際，コモンズは先の引用箇所に続けて「これら
の個人行動は，現実には，個人の行動と同様，
諸行動をまたぐもの，つまり諸個人間の行動で
ある」と定義する（op. cit. 強調はコモンズによ
る）。この表現を，再び方法論的構造主義になぞ
らえて捉え返すならば，経済学の分析における
最小単位は，個人そのものではなく，個人間の
行動であり，その関係（的構造）であるというこ
とに他ならない。その関係とは相互的なもので
あり，一方から他方へという単純な因果関係で
描かれるものではなく，一方から他方へ，そし
てまた他方から一方へという累積的な因果関係
によって描かれる。
　したがって，コモンズにとって個人という部
分は，確かに集団という全体の部分であるが，
その部分は，必ず他者との関係性によって構造
化されており，その関係的構造が個人間の行動
を構造化する。さらにいえばコモンズの社会認
識論の核心である「ゴーイング･コンサーン論」
からすれば，ある社会水準におけるある集団的
行動は，同じ水準における別の集団的行動と相
互連関の関係を持つ。そして，コモンズに従っ
て，社会には様々なコンサーンがあるとするな
らば，異質なコンサーン間での相関関係は構造
的なものであり，この構造が今度はそれよりも
下位の水準にある全体的部分の相関関係を構造
化する 6 ）。これもまた全体による部分の，部分
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的全体によるさらなる部分の構造化に他ならな
い。
　要するに，コモンズの方法論は，構造主義的
読解を通じても解釈可能であり，次節で詳述
するように，「経済学的分析の究極単位におけ
る，商品や個人から，諸個人間の取引への変更」

（ibid）を宣言するコモンズにあっては，「取引」
こそが，個人間を，諸集団間を，ゴーイング・
コンサーン間を関係として構造化するのであ
る 7 ）。
　他方，こうした方法論的構造主義以上に，コ
モンズを構造主義的に把握するためにテレに
とって重要なのは，ピアジェの「発生論的認識
論」である。
　ピアジェの発生論的認識論を「知

コネッサンス

識の蓄積過
程」における方法と捉えるテレは，その連関を
以下のように理解する（Théret, 2001, p. 84）8 ）。

　こうしたピアジェの「分析─発
ジェネーズ

生（生成）─
形式化」という認識のプロセスは，コモンズの，

「経済学の方法」とは「分析，生
ジェネシス

成，洞察の過程
である」9 ）（Commons［1934］, p. 746，邦訳下巻
234頁）という主張と相同性を有している。この

ンサーン論といわゆるネオ・レギュラシオン・アプローチの関係性が分析されている。
7 ）	 実際，コモンズが方法としてのプラグマティズムとして参照するパースもまた，たとえば「関係項の論理学」において，

関係がどのように演繹されるか，考察している。彼は存在の様相としての第一性，第二性，第三性というカテゴリーを
用いて，記号論理学における関係の連続性，すなわち関係の動態性に言及している。この点については次稿において
詳細に検討する。詳細は，パース（2001），第三章「関係項の論理学」を参照されたい。

8 ）	 以下の図式に依拠しながら，テレは次のように述べている。
	 「……発生論的認識論にとって，直接的分析は経験という分析の文脈と緊密に結びついている。それ故その分析は，歴

史的・批判的タイプの（社会の）発生論的アプローチを，また新たな概念的道具の形成という心理学的発生論アプロー
チを必要とする。この二つのアプローチは，つまるところ社会的・歴史的批判が，認識論的枠組みへの適応およびそ
の枠組みに合致する新たな調査への適応へと至るために必要な，論理モデルを構築することから始まる」（ibid, p. 85，
太字は引用者）。

9 ）	 この指摘に続き，コモンズは「事の連鎖に関する優れた分析とより優れた知識を得ることで，われわれはより優れた理
解に到達する。分析と生成は，合理化という知的過程である。しかし洞察とは，生命，意志，目的，原因，結果，期待を，
分析のうちに読み込む情感的な過程である」（loc. cit.） ，と述べている。ここでいう「情感的な過程」とは，人間が適正
価値に基づいて行う過程のことであり，それの過程は後述するように，広義での「倫理的判断を包含した過程」である
といえる。

相同性に着目して，テレは，コモンズが「分析─ 
生成─総合」という循環から「洞

インサイト

察」の生産を
引き出していたと捉え，「洞察こそが，分析にお
いて当たり前のこととされている仮説の修正を
通じた知識の蓄積過程を可能にする」（Théret

［2001］, loc.cit.）と主張するに至る。そして彼は，
コモンズがピアジェによる弁証法的な発生論的
認識論を歴史的に先行して用いていたと結論づ
ける。
　実際，コモンズは「理論は，理論化の能動
的過程であり，理論化は思考の方法である」

（Commons［1934］, p. 98, 邦訳152頁）と述べて，
ヘーゲルに始まりウエーバーに至る様々な思考
の方法を論じている。その中でもとりわけ「洞
察」を重視するコモンズは，「洞察と理解を獲得
すること」によって，演繹法と帰納法の無益な
対立が消滅するとして，「理論は，……，分析，
生成，洞察という複雑な活動である」と結論づ
けている（ibid, p. 102, 邦訳158頁）。これが彼の
方法としてのプラグマティズムの特徴である。
テレはコモンズのこのような考察を構造主義
的に転換し，分析─生成─総合という弁証法的
な発生論的認識論が，コモンズにあっては「分
類─変化の分析─洞察」という弁証法的な形式
をとったと主張する（Théret, ［2001］, p. 97.）。
したがって，コモンズの方法としてのプラグマ
ティズムは，テレの主張に依拠する限りにおい

制度の政治経済学における方法論的基礎とは何か？

無断転載禁止 Page:4 



29

制度の政治経済学における方法論的基礎とは何か？Oct. 2024

て，ピアジェの発生論的認識論とも極めて近し
い関係にあるといえよう。
　こうした分析を踏まえて，テレは，取引，集
団的行動，制度化された精神，そしてゴーイン
グ・コンサーンといったコモンズの様々な公
式を，このような構造主義的分析を用いて，そ
の構造的布置を明らかにしつつ（Ibid, pp. 99-
106.），コモンズの様々な公式は「弁証法的・
同
モ ル フ ォ ジ ェ ネ テ ィ ク

型発生論的構造」であると同定し，図表にま
とめている（Théret, ［2002］, pp. 32-33, Figure 
5）。
　すでに述べたように，ピアジェは，発生論的
認識論の基本構造は，（1）全体性，（2）変換，

（3）自己制御であると定義している（ピアジェ 
［1968］, 邦訳［1970］，16-24頁）。こうした定義
を，先に指摘したコモンズの思考の方法，すな
わち「分析─生成─洞察」に適用してみよう。ピ
アジェのいう全体性とは，関係によって構造化
されたものである。これもまたすでに述べたよ
うに，コモンズの言う取引は「関係」によって構
造化されている。さらに，ピアジェも指摘して
いるように，構造としての関係はその関係に属
する構成要素の如何によって様々な体系（法則）
に変換される。これはコモンズの言う「生成」に
相当する。これもまたピアジェが定義している
ように，こうして生成された関係としての構造
は，それが構造である限り構造を維持するため
には自己制御されねばならない。
　これがコモンズの言う「洞察」であり，知の認

知プロセスからもたらされる「制度」である。こ
の洞察が，生成した関係としての構造が存続す
るために必要な新たな概念的道具を創造する思
考の方法であるとするならば，洞察という思考
の方法は，関係の自己制御に不可欠な認識過程
である。そしてそれは一方で，思考の方法とし
て，コモンズの制度経済学の核心である，集団
的行動の抑制・解放・拡張にとって不可欠な過
程であり，他方で，社会経済の動態を考察する
方法として，社会の歴史具体的動態を全体性の
次元で方向付ける，「象徴的なモノ」を制度とし
て生成する過程でもある。そしてその制度（モ
ノ）は人をコントロールし，解放し，拡張する。
　かくして抽象的レベルでの「分析─生成─洞
察」というコモンズの思考の方法は，知識の蓄
積過程であると同時に，発生論的認識の，すな
わち歴史的時間の中での認識（新たな概念形成）
の累積的かつ螺旋的な進化の方法でもある。そ
してこの思考の方法が象徴的なるモノとしての
制度の動態を形成する。この進化そのものを，
テレは弁証法的に捉えようとしているのであ
る。
　テレ（2002, Figure 5）で示されているコモン
ズの構造主義的分析を簡略化したものが以下の
図表 1 である。
　この図表の最初の横軸は，すでに述べたよう
に，コモンズの言う「思考の方法に従って生み
出される」知識の累積過程を示している。他方，
縦軸は，そうした知識の累積的過程を土台とし

図表 1　コモンズの思考体系の構造主義的把握

思考の方法 分析 生成 洞察
構造的関係 人とモノの関係

（所有）
人と人の関係

（地位）
モノと人の関係

（制度）
関係の抽象化 対立 相互依存 秩序
関係の主たる原理 希少性 効率性 将来性─主権
原理に基づく取引の公式化 売買交渉取引 管理取引 割当取引
公式によって組織化される
動態的活動の諸集団

経済的─産業資本主義的な
諸集団

モラル的─文化的─家族的
な諸集団

政治的─主権的─
国家的な諸集団

社会的全体における次元 経済的なるもの 政治的なるもの 象徴的なるもの

出所）Théret（2002）, Figure 5 を参考に筆者作成。
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て，様々な現象を分析することで得られる「関
係の抽象化」，次いでその抽象化からある「原
理」が引き出され，その原理に基づいて「取引
の公式化」が行われることを意味する。最後に，
それぞれの公式に基づいて社会における様々な
集団が「動態的に組織化され」，それらの集団の
社会的全体における次元が与えられる。
　思考の方法としての，「分析─生成─洞察」
は，まず構造的関係性に適用される。一般に経
済学は経済行為を，モノ 10）を介した人と人の関
係として捉えるが，それはコモンズの取引の定
義に従えば，モノを巡る「所有」の関係である。
コモンズが制度経済学の構築に当たって，まず
分析の対象とする構造的関係性はこの所有の関
係である。
　次にコモンズはこの所有の関係が，人と人の
関係，つまり政治的地位を巡る関係に，モノを
媒介として転化されると捉える。これは思考の
方法としての「生成（ないし発生）」に対応する。
　しかし，この政治的地位を巡る人と人の関係
が構造化され，持続するためには，その構造の
全体性が，ピアジェのいう体系としての法則を
持たねばならない。これがコモンズにおける

「洞察」である。コモンズにあっては，この思考
の方法としての洞察を通じて，構造的関係の特
性としての「象徴的に認知されるモノ」が，すな
わち制度が新たに生み出される，と捉えられて
いるのである。その制度が人をコントロール，
解放，拡張することで，その構造は自己制御＝
調
レギュラシオン

整 されるに至る 11）。
　このように社会的全体における関係的構造を
三つの関係として捉え，その関係が弁証法的・
発生論的に相互連関しつつ，調整されると捉え
ること，これがレギュラシオン理論に基づく，
テレによるコモンズの構造主義的読解の基本構
造である。
　ここで重要なのは，これらの関係を弁証法
的・発生論的に理解するならば，それぞれの関

10）	 ここで，「もの」ではなく「モノ」と表現するのは，周知のように，コモンズの財産概念が有体財産だけでなく，無体財産，
無形財産をも包含するためである。

11）	 以上の考察は，研究会における坂口明義氏（専修大学）の指摘から示唆を受けたものである。

係は時間軸の中での左から右への進化と捉える
ことができるが，それだけではないという点に
ある。というのも秩序─制度（思考の方法とし
ての洞察がもたらす象徴的なるモノ）として生
成したモノは，必然的に次に発生する対立─競
争の前提となるからである。したがって抽象的
レベルで繰り返される知識の蓄積過程は累積的
かつ螺旋的に進化し，時間的・空間的に構造と
してのその関係を一層複雑化するに至る。いわ
ばこのような過程を通じて，関係としての共時
的構造はその通時的構造へ移行するのである。
　次いで縦軸であるが，これはタイプとしての
関係性の公式化がその社会化のそれぞれの水準
においてたどるプロセスを示している。テレに
よれば，コモンズはミクロからメゾ，メゾから
マクロに至る社会化の水準の積み上げを考え
ておらず，取引を基軸とした関係のその公式化
は，思考の方法を基盤として，以下のようなプ
ロセスを経る。

　現象 1 の抽象化→そこから引き出される原
理�→原理に基づく公式化→その公式化に基づ
いてある集団が「動態的に組織化される」（全体
性）�→それらの集団が複数化し，それらは異な
る全体性をもつがゆえに，組織された動態的諸
集団間で相互依存関係を持つ（全体性と部分）
→様々な社会的次元の領域化→現象 2 の抽象化

（初期値に戻るのではない）→……

　ここでの最小の公式は取引であり，様々な活
動集団，社会経済はこうした取引の関係から構
造化される社会諸集団とその全体であり，この
縦軸は当該社会の社会化のレベルを表してい
る。社会経済は様々な関係からなる構造を有し
ているが，それらの構造は種別性をもつだけで
なく，その構造内部には社会化のレベルに応
じた別の構造が数多く存在している。換言すれ
ば，関係としての取引は最小の構造であり，活
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動集団はそれらの種別的な構造を内包する，構
造内部の位相的に異なる構造であり，社会経済
はそれらを全て包含する構造である。いわば
テレがいうように「同一の構造が社会化の水準
に応じて増殖する」のである（Théret ［2001］, 
p. 106.）。さらに，テレによれば，コモンズの方
法は「分析としての抽象化という軸」，「（同型）
発生論的なものとしての社会化という軸」，「総
合の軸としてわれわれが常に関わる相関関係
という軸」，の 3 軸から特徴付けられるべきで
あると指摘する（Ibid, p. 112.強調は引用者によ
る）。
　要するに，テレによれば，コモンズは先駆的
な構造主義者であって，決して単なるホーリス
トではない。むしろ，社会を経済，政治，倫理
に区別して，それらを個別に分析するのではな
く，それらをそれぞれ構造的な場

シャン

と捉えて（経
済社会という構造はそれらの場からなる不可分
の全体性である），それらの相関関係を，彼独自
の思考の方法を通じて進化論的に考察しようと
した希有な経済学者である。したがって，コモ
ンズにおいてモノを介した人と人との構造的関
係は，ある全体性の部分として常に，同時に経
済的であり，政治的であり，倫理的である。な
ぜなら取引という最小単位の構造は常に，同時
にそれら三つの言語で構成されているからであ
る。したがって関係的構造としての取引の現実
的反映物であるその諸 実

プラティック

践 においてもまた，
純粋に経済的なものや政治的なもの，さらには
倫理的なものは存在しない。というのも人は実
際に取引をするときに，経済的利害のみなら
ず，相手と自分との間にある政治的力関係を考
慮せずに，また取引相手が自らをどのように考
えているのか（信頼しているのか否か）を考慮
せずに，さらには自らが相手をどの程度信頼し
ているのかを考慮せずに，その取引の諸実践を

12）	 もちろん，こうしたモデルの数理的動態化には大きな困難が伴うであろう。しかしながら，交換に特化した経済学から
論理的に引き出される現実問題への処方箋とコモンズ的な取引の経済学から引き出されるそれは大きく異なるもので
あろうことは想像に難くない。

13）	 実際には，このコモンズの「5 つの原理」は取引者たちにとって複合的・同時的・全体的という三つの局面をもって作
用する。以下で述べるモデル分析の弱点は，それをそのままの形で説明することが難しいため論理的時間に従ってし

現実化させないからである。つまり「取引」の公
式で描写される社会経済の諸実践は，商品交換
のみに特化した経済学が所与の条件とした（排
除した）モノをすべからく含んでおり，その関
係の構造をモデル化することによって，現実の
経済の構造が，ひいてはその動態が初めて明ら
かになる 12）。こうしたテレの結論は，われわれ
のこれまでのコモンズ研究の方向性とも大いに
合致している（中原［2019］）。

Ⅱ　�コモンズ「取引の公式」を構造主
義的に把握する：取引のダイナミ
ズム

　本節では，コモンズの取引の公式を，経済，
政治，倫理という三つの原領域を綜合する基本
モデルとして理解するために必要な基本的枠組
みを検討する。
　すでに見たように，コモンズの言う三つの取
引，すなわち売買交渉取引，管理取引，割当取
引は，テレの解釈に従えば，それぞれ原領域と
しての経済的なるもの，政治的なるもの，象徴
的なるものから構成される社会化の過程におけ
る最小の分析単位である。したがって，コモン
ズの基本モデルは，独立した個人間の交換を最
小単位とする主流派経済学の対極にあり，その
モデルでは，原理としての「希少性」，「効率性」，

「慣習」，「将来性」，「主権」，これらすべてが規
範として動員され，そうした条件の下で諸個人
が取引という個人を超える相互行為を行うと仮
定されている。しかしながら，われわれは現時
点では，コモンズのいう意味でのこれらの原理
に厳密に基づいて，モデルを構築する能力を持
たない 13）。なぜなら，コモンズのいうこれらの
原理は単純なモデルにすぐに落とし込めるほど
単純な因果関係によって表現できないからであ
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る。
　そこで，以下では，仮説的基本モデルを提示
する上で，主流派経済学との比較を容易にし，
そこからコモンズのモデルの優位性を浮かび上
がらせるというメリットを明らかにするという
目的のためだけに，希少性を経済合理性，効率
性，慣習を政治的合目的性，将来性・主権を倫
理的妥当性 14）という用語に，あくまで試行的か
つ暫定的に置き換えて，コモンズの取引モデル
を構築する。より正確なモデルの構築について
は別稿において検討する。
　総じて，主流派経済学のモデルは，経済合理
性のみを個人の行動基準に据え，その他の規準
を所与の条件とする，あるいは経済合理性に基
づいた判断の延長として，政治的合目的性や倫
理的妥当性を考察している 15）。
　しかし，実際には，人間は，自分が置かれて
いる政治的状況（たとえば人間関係）や，相手が
信頼できる人物なのか，取引における局所的な
ルール（しきたり）が存在するのか否か，もし
それが存在するのであればそのルールは強制な
のか，それとも，無視しても良い単なる要請な
のか，これらを全体的な規範として勘案しなが
ら，論理的時間ではなく所与の歴史的時間性 16）

の中で取引の判断を下さなければならない。
　したがって，繰り返しになるが，基本的に，
経済行為を「交換」ではなく，「取引」17）と捉える
ことが，われわれの議論の出発点である。そし
てこの取引の公式は，諸集団こそがその行為に

か説明できない点にある。本稿はこの問題点を強く意識しているが，われわれはこの問題を別稿にて検討する。
14）	 後に見ることとなるが，コモンズのいう適正価値とは，ここでいう倫理的妥当性が，社会的全体のレベルで観念された

結果，象徴的なものとして機能していることを含意している。この指摘は宇仁（2022）によるものである。本稿のこう
した主張も宇仁の見解に依拠している。

15）	 無論，ゲーム理論を相互行為論として捉えることは可能であるし，行動経済学を個人の行為の倫理的妥当性に焦点を
当てたものであると考えることも可能である。しかしながら，これらの理論の核心は，何よりも経済合理性の諸領域に
おける貫徹にあり，相互行為からもたらされる帰結も，認知的バイアスからもたらされる行為の帰結も，経済合理性
の，経済領域から政治領域への，あるいは経済領域から社会心理的領域への拡張から演繹されているに過ぎない。

16）	 関係性を基軸とすれば，取引の当事者各々の主観性，彼らの間で行われる取引の様態，そこから導き出されるパフォ
ーマンスは，現実の「歴史的時間の中で」多様性を持つのであって，主流派経済学はこのことを完全に捨象している。
また，一つの取引が成立するまでには「歴史具体的な時間」を要する。

17）	 コモンズに従えば，取引とは，「所有権の移転」であり，取引の参加者は最低 4 名から始まる。以下ではこうしたことは
全て前提として議論を進める。

18）	 すでに図表 1 で示したように，産業資本主義的な諸集団内部の取引の場合はもっぱら売買交渉取引の原理が制御的

おける活動単位であることを前提として構築さ
れねばならない。
　かくしてわれわれのモデルは，経済，政治，
倫理という三つの原領域をカバーするモデルを
構築すべく，なによりも取引における基本的社
会関係から，すなわち図表 1 でみたように，人
とモノの関係，人と人の関係，モノと人との関
係から構成される。その社会諸関係は，①モノ
の所有権の移転を巡る利害対立，②その利害対
立を巡る諸個人間での政治的対立，③その経済
的・政治的対立の倫理による調整という三つの
局面を経て再生産される。つまり①では，モノ

（貨幣・商品）と人との関係，②ではモノの獲得
を巡る人と人の関係，③では象徴的なモノ（制
度に体化されている，様々な言説，倫理，そし
てそれらの妥当性）と人の関係，が再生産され
る。
　ここで重要なのは，これらの三つの局面は，
ある一つの取引において動態的に継起してお
り，一体（それぞれの局面は「ある取引という全
体」の部分）であると理解することである。つま
り，実践レベルで売買交渉取引に，あるいは管
理取引に，さらには割当取引に分類される取引
であっても，分析のレベルでは，個々別々の取
引においてこの局面がそれら全ての取引に内在
していると理解すべきである。テレによれば，
それぞれの取引の違いは，取引に参加している
諸集団が属している社会的属性に応じた諸原理
の間の階層性から分類されており 18），ある社会
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化のレベルでの，ある取引においては経済合理
性が一次的であったり，二次的であったり，三
次的ですらあったりする場合も存在する。コモ
ンズの三つの取引概念を，それぞれ市場，企業，
国家の取引と同等性を持つモノとして理解でき
るようになるのは，後に述べるように，より高
次な社会化のレベルにおいてである。
　したがって，次に検討すべきは，取引におけ
る原理としての，経済合理性，政治的合目的性，
倫理的妥当性が，ある取引のどのような局面に
おいてもっぱら機能するのか，またそうした原
理の機能はどのような過程を経て動態的に連関
しているのかを措定することである。
　われわれが第一義的対象としているものが経
済分析である限り，第一に，原理として機能す
るのは経済合理性である。しかし，その場合，
取引者たちの間でのその原理の発動は彼らの利
害を巡る対立を引き起こす。その対立は必然的
に政治的関係の構造化を伴うのであって，そこ
では，政治的合目的性が支配的である。しかし，
そうした政治的合目的性の対立は，その取引の
成立を双方が希求する限りにおいて，最終的に
は，倫理的妥当性によって調整される 19）。これ
ら一連の過程を「対立・協調・秩序の調整過程」
と定義しよう。
　すでに述べたようにこのプロセスはある一つ
の取引において常に立ち現れるのであり，コモ
ンズが述べたように社会経済は，①から③に至
る一連の過程を伴う終わりなき「無数の取引」
で満ちあふれている。
　ここで，これまで述べてきたことをいったん
整理しよう。
①　�「取引の公式」は，社会経済を構造化する

分析の最小単位である。部分は全体に依存
し，全体は部分に依存しているという相互
依存関係の構造がそこには存在している。

（コモンズの用語で言えば制限因子）であり，企業内の組織においては管理取引の原理が，国家やアソシエーション団
体内部においては割当取引の原理がもっぱら制御的である。

19）	 後に検討するように，ここでいう倫理的妥当性は，直接的暴力によらず，すでにある象徴的暴力（制度，ルール，しき
たり）に，一方が他方に自発的に従属することを前提にしている。

②　�この三つの局面のそれぞれにおいて，当事
者たちを方向付ける諸原理の階層性は異な
る。

③　�この動態的構造は現実には三角形の頂点か
ら始まる。なぜならコモンズは「将来性」の
概念を政治経済学に導入することで，「過
去」から「現在」へ，そして「現在」から「未
来」へ，という一連の流れを想定して理論
を組み立てているからである。

　しかしながら，以下では，理解を促すために
まずは左下から議論を始める。また，以下では，
取引は，以下の条件の下で行われると仮定す
る。
　①　�取引は自発的意志を持ったその当事者た

ちが関係を持つことから始まる。
　②　�関係的構造の中で取引における彼らの利

害は経済的・政治的に対立している。
　③　�自発的意志は最終的に個人を抑制・解放・

拡張する象徴的なるもの（法および・あ
るいは倫理）によって調整される。

　テレ（2002，2003）はこうした取引のダイナミ
ズムを「対立・協調・秩序」の三幅対モデルを
用いて説明しており，次の図表 2 は，そのモデ
ルの第一次的適用を図示したものである。
　この図表は，ある種の思考実験であり，主流
派経済学が個人から社会の構成を語るために
もっぱら用いる「ロビンソン・クルーソーの寓
話」と同様の寓話と理解すべきである。実際，
コモンズは，「クルーソーからゴーイング・コ
ンサーンへ」と題された節において，二人の人
間が取引を巡って経済的・政治的に対立しなが
ら，またその対立の過程で様々な社会心理的な
駆け引きを行いながら，いかにして取引を成立
させるのか，そしてそれからどのようにして活
動的諸集団へと，またゴーイング・コンサーン
へとつらなる集団的活動を行うに至るのかを，
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説明している（1934，p. 336，邦訳128頁以降）20）。
かくして単なる関係から集団へ，そして集団か
ら組織へという取引を介した社会化のプロセス
における，「第一次的な取引の公式」を，この図
表 2 は寓話的に示しているのである。
　まず，図表 2 における左下の第一局面から始
めよう。
　この局面では，彼らは互いに自由であり，何
らかの強制力による政治的な「権利･義務」の
関係にはない。したがって，互いに「自由」であ
る以上，一方が自由を全面的に行使すれば，他
方は無保護となり，他方からすればその逆とな
る。
　この局面で，彼らは，自らの自発的意志をコ
ントロールする「主観的かつ構造化された客観
的行動規範」の下で，以下のように考えて行動
する。
a. �経済的には「物理的損失」・「貨幣的損失」を

回避する。
b. 政治的には形式的に平等である。
c. 象徴的には「方法的信頼」に依拠する。

20）	 この理解は，研究会における宇仁宏幸氏（追手門学院大学）の発言から示唆を得たものである。

　最後のものは，テレの言う三つの倫理のうち
の一つであり（Théret, 2021），それは相手が自
分を信じているから自分も相手を信じるとい
うことである。この状態ではコモンズの言う説
得，強要，威圧がもっぱら行使される。またこ
の状態では，テレの言う私的な「自己に対する
他者の従属」（他者を自分に従わせる）という倫
理的行動規範が動員され，彼らは各々そのよう
に振る舞う。
　これら三つの行動規範の下で綜合的に判断
を下し，双方合意すれば彼らは取引を成立させ
る。この局面で取引が成立した場合，それは「売
買交渉取引」になる。
　続いて，図表 2 の右下にある，第二局面を見
てみよう。
　この局面では，各人の政治的地位が動員さ
れ，お互いが全面的な自由の状態ではなく，そ
の地位の違いによって互いの自由が一定程度拘
束される状態になる。したがってここでは政治
的パワー（地位）の違いが前提される。このパ
ワーの源泉は経済的なものであり，より多く所

出所）Théret （2003）, p. 5.

図表 2　取引の公式
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有している者はそれより少なくしか所有してい
ない者よりもすでに政治的に優越している。つ
まり，この局面では「政治的パワー」の違いによ
る私的ヒエラルキーが存在する。
　このような政治的関係の下で，経済的利害を
巡って各々の政治的パワーが発動される。彼ら
は自らの政治的パワーに応じて，お互いの自由
と無保護の割合を可能な限り極小化ないし極大
化しつつ，私的なレベルでの「権利・義務」の
関係を取り結ぶ。これは経済的なものにおける

「債権･債務」の関係としての構造が，政治的な
ものにおける「権利・義務」の構造に転化する
ことを意味する。
　したがって，この局面における彼らの自発的
意志を方向付ける「主観的かつ構造化された客
観的行動規範」のもとで，彼らは以下のように
考えて行動する。
a. �経済的に，依然として互いの利害は対立した

ままである。
b. �政治的に，その利害対立を解決すべく，政治

的パワーを発動させる。
　�これまで背後に隠れていた政治的パワーのヒ

エラルキーが前面に押し出され，私的な「権
利・義務」の関係が発生する。

c. �象徴的に，「倫理的信頼」に依拠する。
　これもテレのいう三つの倫理のうちの一つで
あり，それは，この局面において政治的パワー
を受け入れるか，拒否するかの判断を下す倫理
的行動規範である。方法的信頼と異なり，この
倫理は，法的に承認されてはいないが，私的な

「他者に対する自己の従属」（取り決めに従う）
という行動規範である。これは，この局面での
あくまで私的な「道徳的な取り決め」であり，こ
れを遵守しなければ私的「制裁」（直接的および・
あるいは象徴的暴力）が発動される。
　これら三つの行動規範の下で綜合的に判断
を下し，双方合意すれば彼らは取引を成立させ
る。この局面で取引が成立した場合，それは「管
理取引」になる。
　最後に，頂点にある第三局面を見よう。
　この局面では，取引者たちの「自由」は，ある

集団がパワーを有しているという意味におい
て，主権的にコントロールされた自由である。
第一・第二局面を経て，この第三局面において
取引が成立に至るとき，取引者たちはその集団
で共有されているワーキング・ルールを媒介と
して，互いに「他者に対して自己を従属させる」
状態に至る。ここでは経済的所有の関係も政治
的地位の関係も確立され，互いの自由は，私的
取り決めとはいえ，それを介して，制限される。
そしてこの取引を行う社会経済のある次元にお
いて，別の取引者たちがこの社会経済のある次
元に参加しようとするとき，この私的取り決め
を承認しない限り，その者たちは取引を行えな
い。そのような局面において，その私的取り決
めは，私的慣行（習

クチゥム

俗）となるのであり，またそ
れはその取引を行う者たちの集団的行動が生み
出した「制度」ともなる。この認可された私的慣
行が，取引に参加しているおよび参加しようと
する者たちによって持続的な行動規範として認
知されるとき，それらの集団は，単なる集団か
らある将来性を志向する「組織」となる。そして
この組織の成立以降，私的慣行（制度）は，新た
な取引における「習慣的前提」となる。
　したがって，この局面で自発的意志をコント
ロールする「主観的かつ構造化された客観的行
動規範」のもとで，彼らは以下のように考えて
行動する。
a. �経済的に，私的慣行によって，利害対立は調

整される。
b. �政治的に，私的慣行によって，地位を巡る対

立は調整される。
　�「権利・義務の関係」が政治的に確定され，取

引者たちの関係的構造としての「集団」が持
続するための「新たな慣行（制度化された秩
序）」が政治的に生成されている。

c. �象徴的に，「ヒエラルキー的信頼」に依拠す
る。

　この局面では，ある組織が主権を持って存在
しているのであるから，取引者たちは，取引を
行うためには，その主権のパワーに従属しなけ
ればならない。やや乱暴な表現になるが，第一
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局面において無制限な自由の対立という「関係」
のなかで構造化される「信頼」であったものが，
第二局面において制限的な自由の対立という

「関係」のなかで構造化される「信頼」に転化さ
れ，第三局面においてその構造の上部から強制
される「信頼」に転化されるのである。この最
後のものがテレの言うヒエラルキー的信頼であ
る。
　ここでの慣行はもはや私的慣行ではなく，主
権的に認可され，強制される慣行，すなわち「制
度」であり，これに従わない場合，組織的制裁
が加えられる。この第三局面において取引が行
われる場合，それは「割当取引」となる。
　要するに，この三つの局面で構成される「取
引の公式」は，集団的行動のダイナミズムを表
現しているのであり，それは諸集団（企業，国
家，アソシエーション団体）の発生とその発展
および衰退を説明可能にする。同時に，この公
式は，社会経済の考察にとって，経済・政治・
法という三つの原領域を，それぞれの一つだけ
を抽象して分析することの限界を明らかにして
いるといえよう。
　加えて，以上のような分析から明らかになる
のは，複数の取引者の関係的構造から，ある集
団が形成され，その集団が「組織」となるために
は，経済・政治・倫理という三つの原領域の相
互依存関係に基づき社会経済を考察せねばなら
ない，ということである。とりわけ重要なのは，
仮定において「取引は常に･同時に政治的・経
済的・象徴的現象である」とされていても，そ
れぞれの段階において，「取引の成立へと至る
調整」をもたらす要素的構造の一次性は異なる
ということである。
　たとえば，第一段階では経済的利害の調整が
一次的であり，関係の調整的要素としての倫理
は，副次的なモノに過ぎない。また，第二段階
では政治的対立構造の調整が一次的であり，関
係の調整的要素としての倫理は副次的ではある
が第一段階のそれよりもより高次なレベルにあ
る。最後に，第三段階では，個別のレベルでの
経済的･政治的対立はすでに調整されており，

組織的全体性における新たな調整をもたらす制
度化された（ヒエラルキー的）倫理が一次的で
ある。
　以上のように，取引をプロセスとして考察し
た場合，その活動原理として機能しているの
は，まず経済合理性（コモンズにあっては希少
性），次いで政治的合目的性（効率性），最後に
倫理的妥当性（将来性・主権）である。この仮説
は，コモンズが最終的に社会的レベルでの「適
正価値」の重要性を強調していたこととも理論
的に整合する。というのも，倫理的妥当性は象
徴的なものであり，適正価値もまた象徴的なも
のであるからである。
　以上のことから，われわれは，コモンズが法
律による強制的調整だけではなく，「適正価値」
の探求を重視した限りにおいて，資本主義経済
を最終的に調整するのは「倫理」であると考え
ていたと推論できる。宇仁（2022）が，ロールズ
をはじめとする社会哲学における様々な「適正
価値」の理論とコモンズの適正価値論を比較考
量した分析から明らかにしているように，コモ
ンズの適正価値論は単なる適正価格論にとどま
るものではなく，社会的全体を調整する適正価
値の理論にまで及んでいる。このことを，テレ
の解釈に即して言うならば，コモンズの「適正
価値」とは，「社会的全体を調整するメタ倫理」
であるといえよう。
　以下では，再び取引の公式を用いて，いかに
してメタ倫理＝社会的適正価値が創設されるか
を，簡潔に確認しよう。

Ⅲ　�部分と全体──諸ゴーイング･コ
ンサーンの構造分析：適正価値の
土台としての法と倫理

　以上見たように，「取引の公式」は社会的全体
を構造化する最小の分析単位であり，その取引
を社会的レベルで調整する原理は「適正価値と
してのメタ倫理」であった。
　しかしながら，コモンズの理論は社会を単線
的に把握するだけの理論ではない。現実の社会
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はより一層複雑であり，無数の取引が複雑に絡
み合って全体としての（取引の総体としての）
社会経済は構成されている。
　とりわけ，重要なのは，取引が最小の分析単
位であるとしても，その取引は「組織された動
態的諸集団」21）（Théret［2002］），つまりゴーイ
ング･コンサーンの内部でも行われていること
である。さらに言えば，コモンズがビジネス･
コンサーン，ポリティカル･コンサーン，ジュ
リディシアル･コンサーンと呼んだ，コンサー
ンの属性に合わせてとりまとめられた諸コン
サーン間での取引もまた重要となる。
　こうしたことを踏まえて，テレ（2002，2003）
は，コンサーン内部およびコンサーン間での取

21） テレ（2002，2003）では，ゴーイング・コンサーンの仏語訳として，「組織された動態的諸集団」という訳語が当てられ
ている。本稿でもその表現に倣うものとする。

引を，基本モデルによる取引の公式を用いて，
分析している。図表 3 と 4 はそれらを図示した
ものである。
　図表 3 は，あるゴーイング・コンサーン内部
での取引の調整プロセスを，図表 4 はより大き
なコンサーン内部での同種の諸集団間での取引
の調整プロセスを示している。
　再びピアジェの同型発生論に依拠すれば，三
つの構造的特質である，（1）全体性（2）変換性

（3）自己制御を備えた，組織された動態的諸集
団＝ゴーイング・コンサーンは，最小単位とし
ての「取引」の構造と相同性を持つ。ここでもま
た，一つの組織内部には，また複数の組織間で
も，三つの取引が常に存在し，組織の構成員は

出所）Théret, 2003, p. 8.

図表 3　動態的な諸集団の組織化
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それぞれの取引において倫理によって媒介され
ると仮定しよう。
　この図式の理解を促すために，実践的レベル
での言語を用いてみよう。たとえば，この図式
における売買交渉取引は，労働者と資本家との
雇用契約を巡る対立（それは貨幣的なものであ
る），管理取引は，雇用後の業務の遂行にかかわ
る指揮・命令の強制（それは言語による非貨幣
的なものである），割当取引は総利潤の賃金と
利潤への分配様式の決定（それは貨幣的なもの
である）と見て取ることができよう。このよう
なプロセスを経てあるビジネス･コンサーンは
組織化されるのであり，その組織化は「対立･
協調・秩序」のプロセスを経てその組織が存続
する限り再生産される。
　次に，テレは，取引の公式をより大きなコン

サーン間での取引にも適用しようとする。それ
が図表 4 である。
　図表 4 におけるルール 1 は，階層化された組
織内部である組織に適応されるルールであり，
ルール 2 は政治的にヒエラルキー化された組織
間で適応されるルールである。重要なのは，こ
うしたルールがどう作られるかである。
　むろん，企業特殊的なルールは関係から発生
するものであるが，こうした現行のルールを組
織の構成員に遵守させるものは何なのか？たと
えば，企業内で構造化された人と人の関係に対
立が生じたとき，また既存のルールが機能不全
に陥った場合，人はより上位の組織に判断を仰
ぐだろう。実のところ，その判断の規範となる
ものは社会化のレベルに応じて階層化されてい
る。具体的には，社会的なるものの上部から順

出所）Théret, 2001, p. 107.

図表 4　諸公式の公式としての組織された動態的諸集団
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に，メタ倫理，法律，公共的慣行，私的慣習であ
り，これらはすべて倫理的なものである。また
それらに対応するそれぞれの社会化のレベルは
社会的全体，社会経済，国家，企業である。
　企業内部で，あるいはある大きなコンサーン
内部で問題が収まるのであれば，図表 4 の頂点
にあるように，それはそれらの組織のトップに
よるリーダーシップによって調整されることも
あろう。しかし，問題がそのレベルにとどまら
ない場合，他のコンサーンとは異なる別の主権
的パワーをもち，一定の将来性のもとで活動す
る組織が必要になる。それが国家である。こう
して社会化のレベルが高次化しても，それらの
組織の内外で取引が再生産される。それを図式
化したものが，図表 5 である。
　ここでいうランク 3 は「同種のコンサーン内

部での各部分をなす組織間を調整するルール」
であり，ランク 4 のルールは「異質なコンサー
ン間を調整するルール」である。この段階では
より上位のメタ倫理を除き，法が倫理よりも機
能的に作用する。
　ここで，ようやく法に言及することが可能に
なる。実のところ，本稿ではこれまであえて法
という倫理的規範を明示的にモデルに取り入れ
てこなかった。なぜなら法と倫理の違いを，先
述した基本モデルの中だけで説明すると，どう
しても外挿的にしか，つまり取引の単なる前提
としてしか，モデルに組み込めなかったからで
ある。しかし，より高次の社会化されたレベル
においては，組織された活動諸集団が確立され
ており，それらの諸集団間でも取引が行われて
いることが前提条件となるのであるから，その

出所）Théret, 2001, p. 108.
Rは割当取引，Bは売買交渉取引，Mは管理取引を表す。

図表 5　諸取引の空間における国家の政治的秩序
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場合，法は，倫理同様「取引の内部」に位置づ
けることができ，法と倫理がコンサーン内部で
の，またコンサーン間での取引においてどちら
が一次性を有するのかを明示することができ
る。
　言うまでもなくコモンズは倫理とともに法を
社会関係の基礎と見なしていた。「もし政治経
済学の主題が個人や自然的諸力だけでなく，所
有権の相互移転によって互いに生計を立てる
人間にもあるならば，そのとき，この人間活動
における決定的に重要な転換点を探すのは，ま
さしく法や倫理においてである」 （Commons 

［1934］, p. 58, 邦訳上巻92頁）のであるから，コ
モンズにとって法は倫理同様不可欠の制度であ
る。
　テレ（2001，2002）は，コモンズのこうした示
唆を受けて，法と倫理が複雑に相関している状
態を考察している。図表 6（とりわけ第 4 列の
左側）はその関係を図式化したものである。
　この図表の第 4 列を見ればわかるように，法
と倫理は，関係的構造の社会化のレベルに応じ

て，法・倫理，倫理・法というその一次性の逆
転を伴う。前者は，既存の法を前提にした倫理
の作用を示しており，後者は既存の倫理を前提
とした法の作用を示している。たとえばある組
織内の構造を分析する際には，もっぱら法はそ
の分析の前提条件となり，倫理が主たる調整因
子となる。他方他諸組織間の構造を分析する際
には，法が主たる調整因子となり，倫理がその
前提条件になる。そして社会経済においては法
に基づく公共の倫理が，全体的社会ではメタ倫
理が一次性を持つ。
　テレ（2021）によれば，コモンズは倫理を次の
ように考えていたという。
　「倫理は，法と同様に，行動の合理性に関して
経済と対立する。倫理と法は，社会的全体への
個人の服従の媒介であるのに対して，私的所有
の経済的合理性は，逆に，社会的全体を個別利
害に服従させる。しかし反面，倫理は，経済活
動に関する競合的な調整形態である法に対立す
る。物理的暴力の正統的な独占を後ろ盾にした
法の力は，説得に対置される。説得は，倫理に

出所）Théret, 2002, p. 54.

図表 6　倫理と法のパワーが組み込まれたヒエラルキーが調整的権威の四つの水準を定義する
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よって動員される意見の力であり，集団外への
追放の脅威を後ろ盾にしている。コモンズによ
れば，「経済・法・倫理を相関させること」とは，
3 領域の間の諸対立をどのように解決すれば市
場的資本主義社会を生き延びさせることがで
きるかを検討することにほかならない」（同書，
211頁）。
　このように述べて，彼は，社会の分化・階層
化を前提にした場合，彼の言う倫理は，次のよ
うなものとなると結論づける。すなわち「潜在
的に革新的な諸取引におけるミクロ─倫理」，

「集合的意見および組織外追放の制裁を利用す
る，諸組織内部のメゾ─倫理」，「行政─政治的
組織や道徳─文化的組織の行動を通じて，諸個
人（身体的人格・道徳的人格（法人））の経済行
動を社会的再生産の要求に服従させる経済社会
のマクロ─倫理」，「帰属的諸価値と共通的公共
善を定義することによって総体社会の全体を拘
束するメタ─倫理」（同書，212頁），がそれであ
る。
　要するに，社会経済における経済的・政治的
対立を調整するのは，法と倫理であり，その複
雑な階層構造からメタ倫理としての「適正価値」
が創出される。したがって，象徴的なるもの，
つまり象徴体系としての法と倫理は，将来性の
原理に従って社会的全体を方向付ける。このよ
うなことからすれば，諸個人間，諸組織間での
関係的構造をコントロールし，抑制し，拡張す
る集団的行動は，その行動自体が自己制御のた
めに創出した法と倫理によって，そしてその最
大のものとしての適正価値によって調整される
と結論づけることができるのである。

結語に代えて

　これまでレギュラシオン理論は，もっぱら歴
史具体的制度およびその中間形態としての制度
諸形態による社会経済のレギュラシオンを考察
してきた。しかし，コモンズの制度経済学理論
を基礎としてレギュラシオン理論を捉え返すな
らば，もはやマクロ経済のレベルでのみレギュ

ラシオン様式を把握してはならない。最小の分
析単位としての「取引」の公式（取引のレギュラ
シオン）を基礎として，「対立・協調・秩序」の
ダイナミズムから始めて，集団，組織の構造を
把握し（コンサーンのレギュラシオン），それら
の諸集団や組織を全体における部分として把握
すること（コンサーン間のレギュラシオン），そ
れらの相互依存関係を象徴的なるものを媒介と
して把握すること，それらの相互依存関係が社
会的全体を全体として再生産していると捉える
こと（社会的レギュラシオン），このように認識
することが，われわれの提唱する「ネオ・レギュ
ラシオン・アプローチ」の方法論的基礎である。
つまり，レギュラシオン様式は，全体でも部分
でも常に存在しており，それら複数のレギュラ
シオンの相互依存関係がメタ倫理としての適正
価値を媒介として社会的レギュラシオンを再生
産している。
　とりわけ，テレによる法・倫理的アプローチ
は，取引の行為者たちが象徴的なるもの，すな
わち法と倫理を行動規範としつつ，自らが直面
している経済的・政治的対立を自己調整すると
捉えている点で，これまで基礎的行為論がない
と批判されてきたレギュラシオン・アプローチ
にその理論的基盤を与えるものである。無論，
このように言うからといって，レギュラシオ
ン・アプローチにミクロ的基礎付けが与えられ
たと考えるならば，それは全くの誤解である。
ここまで述べてきた方法論的構造主義を前提に
するならば，社会において全体と部分はあって
も，要素に還元される自律した個人などどこに
も存在しない。個人はあくまでも関係的構造と
しての取引における部分でしかないのであっ
て，その自発的意志は取引によってコントロー
ルされ，解放され，拡張される。
　コモンズ（1924）は，個人を重視する古典派経
済学と社会的全体を強調する国家主義をともに
批判して次のように言う。少し長いが，法と倫
理が，そして適正価値がいかに社会を調整して
いるかがよく理解できる文章であるので，この
引用をもって本稿を閉じたい。

制度の政治経済学における方法論的基礎とは何か？

無断転載禁止 Page:17 



42

阪南論集　社会科学編 Vol. 60 No. 2

　「（……）国家それ自身は，強制的で裁量的な
権力（であるが），その権力は，古典派経済学者
たち，新古典派経済学者たち，社会主義者たち，
無政府主義者たちが思い描いているほどには支
配的なものではない。なぜなら国家と個人の間
には，慣習，実践，意見，約束，習俗といったも
のからなる複雑な全体が置かれているからであ
る。それらのものは国家の行動の代替物である
と同時に極めて御しがたいパワーでもある。公
職にある国家の代表者たちが自らの雇用を守る
ことを切望する以上，国家の最高権力者でさえ
国家を支配できないし支配しようとすることも
できない。
　以上のことは，所有権についての極めて異
なった見解を与え，こうしたことは初期の経済
学者たちによる無政府主義的な教義の誤りを正
す。その教義によれば，私的所有権は譲渡でき
ない権利であり，その権利は国家によっても奪
われない。同様に社会主義的見解や法学者たち
がたまさか作り出した見解もまた，所有権は純
粋に主権の創造物であり，単なる主権の命令に
よって最終的には自由に変更できるとみなして
いる。これらの機械論的で強制論的な教義は所
有権の発生論的概念に取って代わられるのであ
り，その概念は実のところ獲得された権利，強
制的義務，自由，他者の自由に対する無保護，
からなる複雑な総体を表現している。その総体
は多様な習俗に大いに由来するのであり，その
習俗を，土地所有者たち，ギルド，実業家たち，
労働者たちは，最高裁判所を通じて，自らの影
響力を用いて，「認め」させることに成功したの
である。その一方で，諸々の権利，義務，自由，
他者の自由に対する無保護という根本的な社会
諸関係は，国家にその根拠を置いているのでは
なく，人々の，日々の慣習，実践，慣行にその根
拠を置いている。さらに経済科学に対する権利
の科学の偉大な貢献とは経済理論の中に慣行を
導入したことにあるのであり，経済科学におい
ては，慣行無くして，諸個人を称揚する無政府
主義的な主権と，立法機関，ソヴィエトによる
指揮命令という社会主義的主権との間に橋を架

けることはできない。（……）もし個人が至高の
存在であるならば，そこには規制は存在し得な
いし，もし国家が至高の存在であるならば，そ
こには自由は存在し得ない。しかしこれら二つ
の間に，慣行という調整的権力が存在するなら
ば，その場合選択肢はもっぱら良き慣行と裁量
的慣行との間にある。この二つは総じてそれを
取り巻く世界のなかですでに活動しており，こ
のことがまさしく経済科学に対して，このよう
な倫理的理論を与えており，この理論を，経済
学創設の父は常に探求ないし認知していたので
あり，それこそが適正価値の理論である」（1924, 
p. 336，ただしThéret（2002）p. 18のフランス
語訳から訳出した。太字による強調は筆者によ
る）。
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